























































業年度において実施された。See I.R.C.§965 ; American Jobs Creation Act of 2004,

















































利益還流の態様は次の通りである。日本 IBM 社は，IBM World Trade 
Corporation（以下，WT 社）によって発行済み株式の100パーセントを保有
される完全子会社である。日本 IBM 社は，適宜，配当または自己株式取得を


























は，その年の E&P から払い出された「財産の分配（distribution of property）」と定義さ
れ，按分的な「株式償還」（自己株式取得）は「財産の分配」とみなされる。したがっ








多く抱えていた IBM は，日本 IBM からの配当に係る日本の源泉所得税を直
ちには税額控除できない状況にあった。
　これに対し，本件再編後では，IBM APH 社が WT 社と日本 IBM 社との間
に挟まり(10)，①日本 IBM 社が IBM APH 社から自己株式取得を行い，その
対価を IBM APH 社に支払う，② IBM APH 社は，直ちに，当該対価を WT
社に対し，借入金に係る元本返済・利息支払として支払う，というかたちで
本国への利益還流が大規模に，複数回実施されている。②の借入金は，IBM 
APH 社が WT 社から日本 IBM 社株式（発行済株式の100パーセント）を購
入することで生じた債務（１兆9,500億円）のうち，現金弁済（1,317億8,000
万円）の対象とされず，消費貸借の目的とされたものである。






141条４号）であった）WT 社と異なり，内国法人である IBM APH 社は，日
本 IBM 社から受け取った配当について，法人税の課税を受ける。法人税の課
⑼　Former I.R.C.§59⒜⑵, added by Tax Reform Act of 1986,§701, 100 Stat. 2085, 
2320-2345, struck by American Jobs Creation Act of 2004,§421, 118 Stat. at 1514.
























　他方，アメリカ連邦所得税についてみると，WT 社と日本 IBM 社との間に
IBM APH 社が挿入されたことで特に変化は生じなかった。これは，チェッ
ク・ザ・ボックス規則に基づき，IBM APH 社が同税の適用にあたって「無
























　したがって，日本の所得税・法人税の適用においては，IBM APH 社が WT
社から日本 IBM 社株式を購入し，保有するようになったとされたにもかかわ























同等でない（not equivalent to dividends）償還」，「十分に非按分的な（substantially 
disproportionate）株式償還」といった条件（I.R.C.§302⒝）のいずれかを満たさない


































































































































　なるほど，日本 IBM 社の直接親会社が WT 社のままであったとすれば，
問題の株式譲渡損失が生じることも，それらが連結欠損金額となって日本
IBM 社などの個別所得金額から控除されることもなかったことは，紛れもな














（economic reality）ないし事業目的の存否の問題として扱う判例として，see Coltec 
























































その紹介として，see e.g. Paulus Merks, Dutch Dividend Withholding Tax in Corporate 
Cross-Border Scenarios, Dividend Stripping and Abuse-of-Law (Part I) 32⑴ Intertax 
51 (2004). なお，外国法人の国内 PE が受け取る配当に対してのものではあるが，OECD
モデル条約24条（無差別条項）についてのコメンタリーには，内国法人が受け取る配当
と同様の特別な取扱いを与える締結国の義務を肯定する OECD 加盟国と否定する加盟
国との間での対立が存在するとの記述がある。See Commentary on Article 24 : 
Concerning non-discrimination in MODEL TAX CONVENTION ON INCOME AND ON 






































































































































































































　William D. Andrews, Reporterｾs Study of the Taxation of Corporate Distributions, 
in FEDERAL INCOME TAX PROJECT SUBCHAPTER C 341, 498 (The American 












すると）IBM 事件における株式譲渡損失の創出は，現行法下でも，日本 IBM 社に自己















　Waterman Steamship Corporation（以下，Waterman 社）は，蒸気船事業
者であり，その子会社と共に連結申告書の提出を行っていた(47)。Waterman
社は，McLean Trucking Company（以下，Trucking 社）の社長であった
Malcolm P. McLean（以下，McLean 氏）から，完全子会社の Pan-Atlantic 
Steamship Corporation（以下，Pan-Atlantic 社）と Gulf Florida Terminal 
Company（以下，Gulf 社）の発行済株式のすべてを350万ドルで取得する旨
のオファーを受けたが，臨時取締役会はこのオファーを拒否した上で，対案
を McLean 氏に送付することを認可した。その対案は，Pan-Atlantic 社と
Gulf 社が合計280万ドルの配当を Waterman 社に行った後に，Waterman 社
がそれらの発行済株式のすべてを70万ドルで売却する，というものである。
McLean 氏のオファーが拒絶され，対案を送付することとされたのは，Pan-
Atlantic 社株式と Gulf 社株式に係る Waterman 社の基準価格は合計で70万
　Waterman. Steamship Corp. v. Commissioner, 430 F. 2d 1185 (5th Cir., 1970), 
revｾg 50 T.C. 650 (1968), cert. denied, 401 U.S. 939 (1971).
　Basic Inc. v. United States, 549 F. 2d 740 (Cl. Ct., 1977).
　TSN Liquidating Corp. v. United States, 624 F. 2d 1328 (5th Cir., 1980), revｾg 
1977 U.S. Dist. LEXIS 13317 (N.D. Tex. 1977).
　Litton Indus. v. Commissioner, 89 T.C. 1086 (1987), acq. in result, 1988-2 C.B. 1.
　これらは，著名なケースブックである Andrews & Feld が完全子会社による非正常配
当の否認が問題となった事案として紹介しているものである。See William D. Andrews 
& Alan L. Feld, FEDERAL INCOME TAXATION ON CORPORATE 
TRANSACTIONS  336-345 (Aspen Publishers, Inc., 3rd ed. 1994).
　以下の事案の概要は Waterman, 430 F. 2d at 1186-1190をまとめたものである。な
お，本事案の取引などにおける当事者の Waterman 社と訴訟当事者の Waterman 社とは
異なっており（前者は Alabama 州法人，後者は New York 州法人であり，1965年に後者










　その後，Waterman 社の執行役員と McLean 氏の代理人との間で対案につ
いて数か月にわたる交渉がなされた結果，次のような取引が考案され，実際
に実行された。
　まず，Pan-Atlantic 社と Gulf 社を取得するために McLean Securities 
Corporation（以下，Securities 社）が Trucking 社の下に設立され，同社は，
Securities 社株式をその株主（McLean 氏とその兄妹）に按分的に分配した。









　最後に，Securities 社は，同社と McLean 氏が取得後に279万9,820ドルを
Pan-Atlantic 社に貸し付けることを前提に，Waterman 社から Pan-Atlantic
社株，及び Gulf 社株のすべてを70万180ドルで取得した。その後，Pan-


































　Waterman, 430 F. 2d at 1192.
　Gregory v. Helvering, 293 U.S. 465 (1935). Gregory 連邦最高裁判決やその意義に
ついては，たとえば，岡村忠生「グレゴリー判決再考」『税務大学校論叢40周年記念論文
集』（税務大学校，2008年）83頁参照。
　Waterman, 430 F. 2d at 1192-1195.

























　Commissioner v. Court Holding Co., 324 U.S. 331 (1945).
　Andrews & Feld, supra note 46 at 343.
　控訴裁判所は，Gregory 連邦最高裁判決が法人組織再編成（corporate reorganization）
以外の分野にも適用される旨の判例法としてしか Court Holding 連邦最高裁判決を引用






　Waterman, 430 F. 2d at 1194.


























　Waterman, 430 F. 2d at 1195-1196.
　Treas. Reg.§1.1502-31Ａ⒝⑴ⅰ , ⑵ⅱ , as contained in the 26 CFR edition revised 
as of April 1, 1996. これらの規定は1966年１月１日前の課税年度に適用されたものであ
る。
　この一文の判示にあたり，裁判所は Borris I. Bittker & James S. Eustice, FEDERAL 
INCOME TAXATION OF CORPORATIONS AND SHAREHOLDERS 148 (Federal 











成る加工装置の製造・販売を手掛ける Falls Industries Inc.（以下，Falls 社）
を取得し，自らの完全子会社とした後，1964年１月１日付けで， Falls 社の保
有に係る二つの工場のうちの一つ（とその資産）を新たに設立した Basic 
Carbon Inc.（以下，Carbon 社）に移転し，その対価として Carbon 社の発
行済株式のすべてを（Falls 社が）取得する組織再編を行った。しかし，Basic
社には，耐火性素材の事業と炭素素材の事業とを共に拡張する程の資金がな
いことが判明したため，Basic 社は Carborundum Company of Niagara Falls
（以下，Carborundum 社）との間で，炭素素材の事業の売却交渉を行うこと
とし，売却価格を393万5,000ドルとすること，Carborundum 社が Basic 社か
ら Carbon 社への貸付金100万ドルの返済を保証することで暫定合意が成立
した。
　そこで，Carborundum 社は当初，Falls 社と Carbon 社との全資産を取得
することを提案したが，課税上の考慮などを理由に Basic 社が売却価格の上
乗せを主張したため，主たる関心は資産取得にあったものの，Falls 社と





　その後，Carborundum 社は Basic 社に対し，Falls 社と Carbon 社との発行




















還付請求を棄却した。請求裁判所は「原告が Falls 社から Basic 社への
Carbon 社株式の譲渡に係る，当該譲渡の課税結果以外の理由を示さなかっ




form doctrine）が根拠であるとされており，その点は Waterman 判決と同じ
で あ る が，Carbon 社 株 式 取 得 の 相 手 方 を Basic 社 と す る こ と は，
Carborundum 社それ自体の要望でもあったと認定されたために，事業目的の
欠如の認定はより精緻化しているように見える。すなわち，Basic 社は， 
　Falls 社から Basic 社への Carbon 社株式の移転が否認され，Falls 社株式だけを393万
5,000ドルで売却したものと扱われたのだと思われるが，課税処分の理由の詳細は判決文
に示されていない。


















Falls 社の取締役会の決議が Carborundum 社の正式な提案日とその期日と
の間で行われた点を重視し，「Falls 社は，自身を支配する親会社を通じて，
親会社が独自の意図で決定した売却に係る財産を移転させられた。その移転




た上で， Carbon 社株式の移転が買収前であったことが Falls 社にとってどの
ような経済的な意味を持つのかが示されなかったが故に，経済的実質が欠如
　実際，請求裁判所は最初の提案が Basic 社の課税上の考慮で潰れたことを指摘しつつ
も，「Basic 社が自身に有利な課税が予測されることを理由に Carborundum 社のオ




はずである」と判示する。See Basic, 549 F. 2d at 745.








見当たらない(65)。Falls 社が Basic 社の完全子会社であったのは，約１年半と
いうごく短い期間だけであり，株主への分配が配当に当たることを基礎づけ





　Texas State Network Inc.（以 下，TSN 社）(66) は，保 険 会 社 で あ る
Community Life Insurance Company（以下，CLIC 社）の発行済株式の90
パーセントを保有していたところ(67)，1969年頭から，Union Mutual Life 
Insurance Company（以下，Union Mutual 社）が CLIC 社を取得する交渉が
両社の間で開始した(68)。1969年５月には，TSN 社などの CLIC 社株主は，






ある Falls 社とその株主である Basic 社との区別に関する問題は生じていない」と判示する
だけで（Basic, 549 F. 2d at 748），問題とならない理由についての判示は見当たらない。
　なお，同社は問題の取引後の1972年に資産の売却と解散を行い，TSN Liquidating 
Corporation へと名称を変更している。See 1977 U.S. Dist. LEXIS 13317 at 3.
　CLIC 社は，元々，Pyrometer Company of America, Inc.（以下，Pyrometer 社）が
1964年にその発行済株式のすべてを購入して子会社としたものであり，1969年に
Pyrometer 社（その当時の名称は，Community Management Services, Inc.）が TSN 社
に吸収合併されたことにより，CLIC 社は TSN 社の子会社となった。See TSN, 1977 
U.S. Dist. LEXIS 13317 at 3.









Mutual 社が CLIC 社株式のほぼすべてを，82万ドル3,822ドルで取得し，う




張した。しかし，内国歳入庁は，CLIC 社から TNS 社に分配された資産につ















　さらに，控訴裁判所は，本事案に Waterman 判決または Basic 判決が適用





























　TSN, 624 F. 2d at 1333-1335.
　TSN, 624 F. 2d at 1335-1336.
　But see Diane McCarron, The Obsolescence of the Waterman Steamship Doctrine, 





























　実際，Basic 判決には「Falls 社から Basic 社への株式移転は偶然の出来事であった。
その取引全体が，付随するリスクや最終結果をいささかも変更させることなく，逆の順
序でも遂行され得た規定の結論であったのである」との判示があり（Basic, 549 F. 2d at 

































　Litton, 89 T.C. at 1100.
　Litton, 89 T.C. at 1097-1098.



















Waterman Basic TSN Litton
Ａ 否　認 否　認 否認されず 否認されず









Ｄ 直　前 数日前 数日前 数か月前
Ｅ 不　明 １年前 ５年前 ５年前
Ｆ グループ内 グループ外 グループ外 グループ外








事件と Basic 事件との間であまり相違がない。Waterman 事件の法人間配当
は，株主宛の約束手形を株式譲渡直前に分配したものであって，しかも，株





















は乏しかった。他方，Basic 事件については，Basic 社は（Falls 社と Carbon
　Pan-Atlantic 社については，インサイド・ベイシスとアウトサイド・ベイシスがそれ
ぞれ391万3,346ドルと57万6,180ドルであり，Gulf 社については，それぞれ27万9,199ド
ルと12万4,000ドルであった。See Waterman. Steamship Corp. v. Commissioner, 50 














　第２に，Waterman 事件と Litton 事件との比較，及び，TSN 事件と Litton
事件との比較からは，非正常配当の否認の機能不全が窺われる。






　TSN 事件と Litton 事件との間には，法人間配当に経済的実質性が認めら
れたという共通点があるが，これも正当なものと言える。TSN 事件の法人間























　非正常配当の否認が認められなかった TSN 事件・Litton 事件が，取引の







　Revenue Act of 1964,§214, 78 Stat. 19, 52-55 (1964).
　前掲注に対応する本文を参照。なお，Waterman 判決が懸念した株式譲渡損失の創
出への懸念に対しては，譲渡側において株式譲渡益課税が行われていることを見過ごし
ており，適切でないとの批判がある。See James H. Ditkoff, Intercorporate Dividends 








































　たとえば，その後に非正常配当の否認を認めた Thor 判決において，Litton 判決が尊

























る。See Andrew W. Mellon, Consolidated Returns Regulations, 7 Natｾl Income Tax 
Mag 105, 105-106 (1929). See also Notes, The Affiliated Group as a Tax Entity : A 
Proposed Revision of the Consolidated Returns Regulations, 78 Harv. L. Rev. 1415, 





　Former Reg. 75, Art. 36⒜ (1929)（「株式…の売却その他の譲渡による損失のうち，
分配法人が関係グループのメンバーとなった日より前に留保された E&P の関係グルー
プに所属する期間の分配に帰せられる部分については…控除が認められないものとす
る」）; former Treas. Reg.§1.1502-36Ａ⒜ (1996).
　当時の連結申告規則のルールへの批判も見られるが，それは株式譲渡損失の控除否認
という手法の問題を指摘するものであって，E&P への着目自体は正当であるとする。See 
Notes, supra note 81 at 1423-1424（グループ加入前の E&P の消去を主張）。




























いて行う近時の見解がある。See Andrew J. Dubroffl & John Broadbent, Consolidated 
Returns : Evolving Single and Separate Entity Themes, 72 Taxes 743, 757 (1994). こ







































　Former Treas. Reg.§1.1502-32⒝⑵ⅰ .
　Andrew J. Dubroff, Jerred G. Blanchard Jr., Marc A. Countryman, and Steven B. 
Teplinsky, FEDERAL INCOME TAXATION OF CORPORATIONS FILING 




























　E.g. Peter Harris, CORPORATE TAX LAW 583-584 (Cambridge University 
Press, 2013). なお，dividend-stripping は非正常配当を通じて剥ぎ取る場合について言
及されることが多く，正常な配当による場合も含める用語としては“milking”（搾り出
し）の方が好ましいという指摘もある。See George Mundstock, Taxation of Interoperate 
Dividends Under an Unintegrated Regime, 44 Tax L. Rev. 1, 66 n. 66 (1989).



























の手法であった。See former Treas. Reg.§1.1502-32⒢ , 31 Fed. Reg. 16694, 16699 
(1966).
　この手法は1987年に暫定連結申告規則として導入された。See former Treas. Reg.§





































































































































































































































(101)　William D. Andrews, Proposals of the American Law Institute on the Income 
Taxation of Corporate Acquisitions and Dispositions, in FEDERAL INCOME TAX 



































(104)　Andrews, supra note 101 at 67-101.
(105)　Andrews, supra note 101 at 102-150.
非正常配当の否認可能性についての一考察
140
???
519
が，非正常配当に対する脆弱性を抜本的，かつ，簡明に解決する有力な選択
肢であることはおそらく間違いなく，別の機会においてさらに検討を行うこ
ととしたい。
岡　法（64―３・４)
141
???
518
